
 

 

 

 

 

議案第１０８号及び第１０９号関連資料 

特別職及び一般職の職員に係る給与関係条例の改正案の概要 

 

 

１ 改正理由 
  本年の人事院勧告に基づく、国家公務員の給与改定の取り扱いに準じて、特別職及び一般職

の期末手当を改定するため、条例の一部を改正しようとするものです。 

  なお、このたびの人事院勧告では、月例給の改定はございません。 

 

２ 改正内容 
⑴ 期末手当の支給月数の改定（２０２０年１２月支給分から適用） 

① 市長をはじめとする特別職及び一般職の年間支給月数を△０.０５月引き下げます。 

                                       (月数) 

 ２０２０年度 ２０２１年度以降 

現行 改正後 増減 現行 改正後 増減 

特

別

職 

６月 ２.２２５ ２.２２５   ０ ２.２２５ ２.２００ △０.０２５ 

１２月 ２.２２５ ２.１７５ △０.０５０ ２.２２５ ２.２００ △０.０２５ 

計 ４.４５０ ４.４００ △０.０５０ ４.４５０ ４.４００ △０.０５０ 

一

般

職 

６月 ２.２５０ ２.２５０   ０ ２.２５０ ２.２２５ △０.０２５ 

１２月 ２.２５０ ２.２００ △０.０５０ ２.２５０ ２.２２５ △０.０２５ 

計 ４.５００ ４.４５０ △０.０５０ ４.５００ ４.４５０ △０.０５０ 

  ※ 一般職については、期末勤勉手当の支給月数を記載 

 

② 市議会議員の期末手当については、「明石市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例」の規定に基づき、特別職の改定にあわせた取り扱いとなります。 

  

⑵ 任期付短時間勤務職員及び会計年度任用職員の給与改定（２０２１年４月実施） 

本市一般職の給与改定に準じて、期末手当の支給月数の引き下げを行います。 

  

⑶ 改定による影響額（全会計ベース） 

２０２０年度：約△４，６００万円、２０２１年度：約△５，３００万円 

 

３ 改正する条例 
⑴ 明石市職員の給与に関する条例（議案第１０８号） 

⑵ 明石市会計年度任用職員の給与等に関する条例（議案第１０８号） 

⑶ 明石市特別職の職員の給与に関する条例（議案第１０９号） 

⑷ 明石市公営企業管理者の設置及び給与等に関する条例（議案第１０９号） 

   

４ 施行予定期日 
２０２０年１２月期の期末手当に係る改正規定は２０２０年１２月１日から、２０２１年度

以降の期末手当に係る改正規定については、２０２１年４月１日から適用します。 
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